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２）have submitted following papers with
an application form for tender

 a copy of certificate of registered

matters

 a paper of business career

 financial statements

 a copy of tax payment certificate

３）come under either or
 Suppliers should submit a sample of

specification of Thermal Type Receipt

and supply certificate of usedpaper for

sample, besides its necessary to pass

the approval inspection of the process‑

ing of Thermal Type Receipt that

Hanshin Expressway Company Limit‑

ed established.

 Suppliers must provide the record of

their business experiences which must

be equivalent to our specification of

Thermal Type Receipt to Hanshin Ex‑

pressway Company Limited or other

road entrepreneur.

４）not be stopped participating in Hanshin
Expressway Company Limiteds tenders

５）not be subjected to the provisions for
exclusion from tender participation un‑

der the crime syndicate exclusion bylaw

of the Hanshin Expressway Company Li‑

mited and to the requirements specified

in the appendix of the aforementioned

bylaw between the date of the deadline

for an application form including its re‑

lated documents and the time of the

tender opening.

６）have proven to have equivalent experi‑
ence of delivery with the procurement

concerned As shown in the tender do‑

cumentation.

 Time‑limit for tender : 10 : 00 A.M. 6

November, 2017 (Tenders submitted by

mail : 5 : 00 P.M. 2 November 2017)

 Contact point for the notice : Accounting

Group, General Affairs and Business Man‑

agement Department, Osaka Business and

Maintenance Bureau, Hanshin Expressway

Company Limited 3125 Ishida,

Minato‑ku, Osaka‑shi, 5520006, Japan.
TEL 0665763881

３ 入札者に求められる義務等
入札に参加を希望する者は、入札説明書に明
記されている証明書等を平成29年11月２日午後
４時までに下記４に示す場所に提出しなければ
ならない。提出された証明書等を審査の結果、
当該物品を供給できると認められた者に限り、
入札の対象とする。
なお、提出した証明書等について説明を求め
られたときは、これに応じなければならない。

４ 契約条項を示す場所、入札説明書の交付場所
及び問合せ先
〒7708794 徳島県徳島市南前川町２丁目５
番地 株式会社ゆうちょ銀行徳島貯金事務セン
ター総務課会計担当 藤本 誠 電話088
6265918

ウ 次の各号のいずれかに該当すると認めら
れるもので、その事実があった後、１年を
経過していない者。代理人、支配人その他
の使用人として使用する者についても同様
とする。
 公共機関の職員に対して行った贈賄の
容疑により公訴を提起された者
 公共機関が発注した契約に関し、談合
又は競売入札妨害の容疑により公訴を提
起された者

エ 会社更生法（平成14年法律第154号）に
基づき更生手続開始の申立をした者又は民
事再生法（平成11年法律第225号）に基づ
き再生手続開始の申立をした者。ただし、
更生手続又は再生手続の終結の決定を受け
た者を除く。
オ 前各号に掲げる者のほか、反社会的勢力
と認められる者。
なお、反社会的勢力とは、暴力団、暴力
団員、暴力団員でなくなった時から５年を
経過しない者、暴力団準構成員、暴力団関
係企業、総会屋等、社会運動等標ぼうゴロ
または特殊知能暴力集団、その他これらに
準ずる者等の属性要件のほか、次に掲げる
行為を行う者をいう。
 暴力的な要求行為
 法的な責任を超えた不当な要求行為
 取引に関して、脅迫的な言動をし、又
は暴力を用いる行為
 風説を流布し、偽計を用い又は威力を
用いて当社の信用を毀損し、又は当社の
業務を妨害する行為
 からに準ずる行為

 株式会社ゆうちょ銀行における取引先資格
審査において、資格を有すると認められた者
又は総務省競争参加資格（全省庁統一資格）
を有する者であること。
 電気事業法第２条の２の規定に基づき小売
電気事業者の登録を受けている者であるこ
と。

５ その他
 入札の無効 本公告に示した入札参加に必
要な条件を満たさない者の入札及び入札の条
件に違反した入札
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨に限る。

 入札保証金及び契約保証金 免除
 契約書作成の要否 要
 株式会社ゆうちょ銀行取引先資格審査申請
書の提出 参加条件を満たさない者で入札を
希望する者は、当社所定の審査申請書に必要
事項を記入の上、上記４に示す場所へ提出す
ること。
なお、申請の時期によっては本件入札に間
に合わない場合がある。
 入札書の記載方法 落札決定に当たって
は、入札書に記載された金額に当該金額の
８％に相当する額を加算した額（当該金額に
１円未満の端数があるときは、その端数を切
り捨てた金額）をもって落札価格とするので、
入札者は消費税及び地方消費税に係る課税事
業者であるか免税事業者であるかを問わず、
見積もった契約金額の108分の100に相当する
金額を入札書に記載すること。
 落札者の決定方法 予定価格の制限の範囲
内で、最低価格をもって有効な入札を行った
入札者を落札者とする。

６ Summary
 Contracting entity : Shingo Majima, Di‑
rector of Tokushima Postal Savings Opera‑
tion Center JAPAN POST BANK Co., Ltd.
 Classification of the products to be pro‑
cured : 26
 Nature and quantity of the Products to be
purchased : About 1,160,000kWh Electricity
to use in Tokushima Postal Savings Opera‑
tion Center JAPAN POST BANK Co., Ltd.
 Delivery Period : From 1 January 2018 th‑
rough 31 December 2018
 Delivery place : Tokushima Postal Sav‑
ings Operation Center JAPAN POST
BANK Co., Ltd.
 Time Limit of tender : 4 : 00 PM 2 No‑
vember 2017

入 札 公 告

次のとおり一般競争入札に付します。
平成 29 年９月 13 日
契約責任者
株式会社ゆうちょ銀行
徳島貯金事務センター所長 真嶋 伸吾

◎調達機関番号 431 ◎所在地番号 36
１ 調達内容
 品目分類番号 26
 購入等件名及び数量 徳島貯金事務セン
ターで使用する電気 予定1160000kWh
 購入物品の特質等 入札説明書による。
 供給期間 平成30年１月１日から平成30年
12月31日まで
 需要場所 徳島貯金事務センター
 入札開札の日時及び場所 平成29年11月10
日午前11時00分 徳島貯金事務センター２階
会議室

２ 競争参加資格
 下記ア、イ、ウ、エ及びオに該当しない者
であること。
ア 当該契約を締結する能力を有しない者及
び破産者で復権を得ない者。ただし、制限
行為能力者であって契約締結のために必要
な同意を得ている者を除く。
イ 下記の各号の一に該当すると認められる
者でその事実があった後２年間を経過して
いない者。代理人、支配人その他の使用人
として使用する者についても同様とする。
 契約の履行にあたり故意に工事若しく
は製造を粗雑にし、又は物品の品質若し
くは数量に関して不正の行為をした者
 公正な競争の執行を妨げた者、又は公
正な価格を害し若しくは不正な利益を得
るために連合した者
 競争の参加を妨げ、又は契約の締結若
しくは履行を妨げた者
 監督又は検査に際し職務の執行を妨げ
た者
 正当な理由が無くて契約を履行しな
かった者
 その他、会社に損害を与えた者


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